
国際交流センター 1/7 

国際国流センター 自己点検・評価報告書 

１ 理念・目的  

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（理念・目的等）  

○ センター等の理

念・目的・教育目

標とその適切性  

 

・現状 

 国際交流センターは，本学の建学精神に基づき全

学的な国際的学術・文化交流の促進・発展に寄与

することを目的として設置されている。 

・長所 

国際交流センターの理念は，グローバル・コモ

ンを目指す本学の方針とも合致している。 

理念にも基づき，各学部・大学院等の諸機関と

連携して，①海外大学及び諸研究機関との学術交

流，②学生交流（留学生の受入れ及び派遣等），

③海外地域研究，④留学生への日本語教育等を推

進することにより，本学の国際化を牽引してい

る。 

 

・問題点 

 日常的に生じる様々な問題に対応するのに追

われ，企画立案に十分な時間を費やせていな

い。 

● 現在，「国際連携機構」へ

組織を改編することが進めら

れている。 

 

 

 

○ センター等の理

念・目的・教育目

標等の周知の方

法とその有効性 

・現状 

明治大学ガイドブック等の刊行物や大学のホ

ームページにより，広く設置目的等を周知して

いる。 

刊行物のうち，『総合案内明治大学』は，日本

語の他に英語，韓国語，中国語でも刊行されて

いる。 

ホームページについても，同様に４カ国語で

作成している。 

・長所 

出版物，ＷＥＢ利用により，日本のみならず，

世界各国に向けて理念等を発信できている。 

・問題点 

総合案内明治大学は，４年に１度の刊行とな

っており，掲載内容が本学の現状と必ずしも一

致しない場合がある。 

ホームページについては，日本語のページの

更新は随時行なわれるが，外国語のページに

ついての更新を行なうことが難しくなっている。 

 

 

・  総合案内明治大学の刊行

時期については，全学的な

刊行物ということもあり，広

報委員会等により検討を依

頼する。 

・ ホームページについては，

国際交流関係のページと各

部門の英文紹介のページ

が混在しているため，管理・

更新の観点から，サーバー

上でこれらを物理的に切り

離す。その後，広報委員会

と調整のうえ，各ページの

担当を明確化することによ

って各ページを魅力的にで

き，かつ随時更新すること

が可能となる。 

（理念・目的等の検

証）  

・  センター等の理

念・目的・教育目

標を検証する仕

組みの導入状況  

・現状  

国際交流センターは，所長，副所長，学内機

関の代表２３名からなる運営委員，事務局で構

成されている。所長は，センター業務を総括す

る。一方，運営委員会はセンターの業務推進に

ついて審議する役割を持つ。 

上記のような，所長，副所長と運営委員とが

活動を相互に監視できる組織体制をもって，セ

ンターの教育目標等を検証している。 

 

 

・  各機関に国際交流委員等

を設置してもらい，その代表

を運営委員とするような制

度を導入する。 
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点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

・長所  

運営委員が，学内機関から広く選出されてい

るため，全学的な視点での検証が可能となって

いる。 

 

・問題点  

運営委員の位置づけが，各選出機関におい

て異なるため，委員の意見が必ずしも機関を代

表するものとなっていない場合がある。 

 

 

２ 教育研究組織  

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ センターなどの

組織構成と理念・

目的等との関連  

 

・現状  

・ 国際交流センターは，国際交流センター規程

に基づき運営されている。  

・ 本センターの執行部として所長１名，副所長

３名を置き，センター運営に係る基本方針の検

討を行なっている。 

・ センターの業務に係わる事項を審議する機関

として，各学部等本学の関係諸機関の代表者等

により構成される，国際交流センター運営委員

会を設置している。 

・ 同運営委員会の専門部会として，(1)学術交流

専門部会，(2)留学生専門部会，(3)地域研究専

門部会，(4)語学教育・研究専門部会を置き，本

センターの業務推進力の確保と専門的な意思の

反映を図っている。 

・長所  

学内の各機関の代表をセンター運営委員として

いるため，センターと当該機関との連携によ

り，国際的学術・文化交流を促進することができ

る。 

・問題点  

・ 学内組織の改変に伴って各組織からの推薦委員

が増加した結果，国際交流センター運営委員会の

規模が大きく，機動性に欠ける面がある。 

・ 2008 年度においては，専門部会を設置しなかっ

た。 

 

 

● 本学全体の一層の国際化推

進のためには，従来事業に従

事する部局に加え，国際戦略

企画・調査，国際広報，及び

交渉などを担当する組織の設

置が必要である。 

これらの業務を合理的かつ有

機的に運営・推進するため

に，国際交流センターを発展

的に改組する。 

・ 国際交流センターの機能

面・人材面での強化（留学

生，学術交流，日本語・日本

学，国際戦略推進，プロジェ

クト推進並びに海外広報担当

への再編と人員確保など）を

図る。 

・ 運営委員会の権限を執行部

会に委譲するなどの措置によ

り，意思決定の迅速化を図る

一方，各学部や部署間の調整

を図る方法を考える。 

 

・  センター等の組

織の妥当性を検

証する仕組みの

導入状況 

・現状  

センター所長，副所長と運営委員とが活動を

相互に監視できる組織体制をとっている。 

また，全学的な自己点検評価により，検証を

実施している。 

・長所 

運営委員会の構成上，学内各機関からの意

見により検証が可能となっている。 

・  各機関に国際交流委員等

を設置してもらい，その代表を

運営委員とするようなシステム

を導入する。 
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点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

 

・問題点 

運営委員の位置づけが，各選出機関におい

て異なるため，委員の意見が必ずしも機関を代

表するものとなっていない場合がある。 

 

３ 教育内容・方法（略） 

４ 学生の受け入れ（略） 

５ 学生生活（略） 

６ 研究環境（略） 

７ 社会貢献（略） 

８ 教員組織（略） 

９ 事務組織  

事務組織に関する目標 

教育支援部に国際交流事務室を設置し，国際交流センターの業務を遂行することにより，本学の国際交流

の推進に資する。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（事務組織の構成）  

○ 事務組織の構成

と人員配置  

・現状  

国際交流事務室の職員の構成は，駿河台地区に

専任職員１１名・嘱託職員１名・派遣職員３名，

和泉地区に派遣職員１名となっている。 

和泉地区には駿河台地区の専任職員が，毎日交

代で出張し，業務を遂行している。 

生田地区においては，業務を教育支援事務室生

田教育運営グループに国際交流事務室の業務の一

部を委託している。 

・長所  

 

 

・問題点  

 国際交流センターの事業の拡大・多様化・深

化に伴い，経験と専門性を備えた人材が一層必

要となっている。 

 国際交流センターの業務が拡大・多様化する

状況下にあって，事務室はセンター発足時から

さほど変化のない規模・体制となっており，業

務遂行に支障が生じる可能性がある。業務の信

頼性確保の観点からも改善すべきところであ

る。 

 和泉・生田両キャンパスにおける学生・教員

 

・ 業務の拡大・多様化に対応

し得る，一層の専門知識・経

験を有する人材確保，人員増

を図る。  

・ 対処療法的な改善のみなら

ず，分掌事項を整理したうえ

で，必要に応じて事務組織を

再編する。 
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へのサービス向上についても，さらなる配慮を

すべきである。 

 

（事務組織と教学組

織との関係）  

○ 事務組織と教学

組織との間の連携

協力関係の確立状

況  

○ 大学運営におけ

る，事務組織と教学

組識との有機的一

体性を確保させる

方途の適切性  

・現状  

 国際交流事務室は，国際交流センター所長の

命を受けセンターに係る業務を掌っている。 

また，センター所長，副所長及び担当副学長

からなる執行部会議に事務局として職員が出席

し，センター運営に関して連携を図っている。 

(1) 学術交流部門 

大学等海外研究教育機関との学術・学生交

流協定の締結及び管理，研究者の受入れ及び

海外派遣，国際共同研究，地域研究，海外か

らの研究者の宿舎の手配，国際協力支援等 

(2) 留学生部門 

私費及び公費による外国人留学生の受入

れ，海外協定校との交換学生の受入れ及び派

遣，本学学生の認定校留学，英独仏等語学研

修，奨学金給付，留学の宿舎の手配，等 

・長所  

 教員との連携を通じて，職員の国際交流に関

する知識・経験が蓄積できる。  

 

・問題点  

・ 業務が広範に渡っており，きめ細かなサービ

ス，業務遂行の迅速性を維持しにくい状況にな

りつつある。 

・ 各学部独自の国際交流プログラムの実施等が

推進され，学内の国際交流業務を一元的に把握

することが困難になってきている。 

 

・ 国際交流事務室の業務が広

範囲にわたるので，分掌事項

を整理したうえで，教学組織

の改組と連動するよう事務組

織を整備する。  

・ 各学部・大学院等の教学組

織において，独自の国際交流

活動が推進されていることか

ら，各教学機関の事務室にも

国際交流業務を担いうる人材

を配置し，緊密な連携を図

る。 

 

（事務組織の役割）  

○ 教学に関わる企

画・立案・補佐機能

を担う事務組織体

制の適切性  

○ 学内の意思決

定・伝達システムの

中での事務組織の

役割とその活動の

適切性  

○ 国際交流等の専

門業務への事務組

織の関与の状況  

○ 大学運営を経営

面から支えうるよう

な事務機能の確立

状況  

・現状  

執行部会議，センター運営委員会に事務局とし

て職員が出席し，センター業務に係る企画・立案

を補佐している。 

海外の大学との協力協定締結にあたって，教

員からもたらされる情報をもとに，事務局が連絡

調整を行い，協定書案を作成したうえで，関連規

定に則って理事会等学内の審議機関に付議する

など，センター執行部と連携しながら国際交流推

進に寄与している。 

・問題点 

 事務局が直接海外の大学と交渉する窓口とな

っている関係上，ここ数年の急激な協定校の増

加によって仕事量が膨大なものとなり，各学部の

国際交流の業務に十分に対応できない。 

 

・  国際交流版のサポートデス

クを設置し，海外の情報収

集等の専門性の高い業務は

専門の業者に外注する． 
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（スタッフ・ディベロ

ップメント（SD））  

○ 事務職員の研修

機会の確保の状況

とその有効性  

・  事務組織の専門

性の向上と業務の

効率化を図るため

の方途の適切性  

・現状  

「職員研修に関する規程」に定める職員研修

基本計画に基づいて職員の育成・能力開発が実

施されている。 

国際交流事務室職員としては，国際教育協力

協議会（ＪＡＦＳＡ）の研修に参加するなど，専門

的な知識の習得に努めている。 

・長所  

全学的な研修制度により，階層別に能力の向

上を図ることができる。また，二種研修や個人研

修により，学外団体や海外の教育・研修機関に

おいても研修を実施することができる。 

・問題点  

国際交流に関する知識を身につけた職員が，一

般職員と同様に異動するなど，専門的な経験と知識

の集積を組織的に行なうことが困難な事態が発生し

ている。 

 

 

 

 

・国際交流に限らず，専門的な

知識を持つ職員の異動や育成

について，事務職員全体の能

力を高める観点から，大学と

して方針を決定する。  

 

10 施設・設備等（略） 

１１ 図書・電子媒体（略） 

１２ 管理運営  

管理運営に関する目標 

本学の国際交流の理念・目標を達成するため，国際交流センターの業務が合法的かつ円滑に行なわ

れるよう管理・運営する。 

 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（運営委員会等）  

○委員会の役割と

その活動の適切性  

○ 運営委員会とセ

ンター長等との間の

連携協力関係およ

び機能分担の適切

性    

○ センター等と評

議会，大学協議会

などの全学的審議

機関間の連携及び

役割分担の適切性  

・現状  

国際交流センターは，所長，副所長，学内機

関の代表２３名からなる運営委員，事務局で構

成されている。所長は，センター運営委員会の

議長になるとともにセンターの業務を総括する。

運営委員会はセンターの業務推進について審

議する役割を持つ。 

・長所  

センター執行部と運営委員とが，相互に協力

できる組織体系となっている。 

また，運営委員は，学内機関から広く選出さ

れているため，全学的な視点でセンターの活動

を監理することができる。 

・問題点  

「２．教育研究組織」でも述べたように，運営

委員の位置づけが，各選出機関において異なる

ため，委員の意見が必ずしも機関を代表するも

のとなっていない場合がある。また，国際交流委

員会のある学部とない学部があり，センターと学

●『２ 教育研究組織』で述べ

たように，現在，組織の改編

が進められている。 
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部のパイプに必ずしも運営委員会がなっていな

い場合がある。 

（センター長等の権

限と選任手続）  

○ 選任手続の適切

性，妥当性  

○ 権限の内容とそ

の行使の適切性  

○補佐体制の構成

と活動の適切性  

・現状  

センター所長は，学長の命を受けてセンター

の業務を総括し，センターを代表する。 

所長は，専任教授の中から運営委員会及び

所属教授会の意見を聴いて学長の推薦により，

大学が任命する。 

所長を補佐し，所長に事故あるときに職務を

代行するため，副所長を置く。 

・長所  

所長，副所長による執行部会により，適切な

基本方針策定とセンター運営が行なわれてい

る。 

・問題点  

 協定校や留学生が増えている現況で，現在の

体制では，さらに副所長か副所長補佐が必要で

ある。 

 

 

 

●『２ 教育研究組織』で述べたよ

うに，現在，組織の改編が

進められている。 

１３ 財務（略） 

１４ 自己点検・評価  

 自己点検・評価に関する目標 

国際交流センターの活動について，不断の点検・評価に努め，大学における教育研究水準の維持向上に寄

与する。  

 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（自己点検・評価）  

○ 自己点検・評価

を恒常的に行うため

の制度システムの

内容とその活動上

の有効性  

○ 自己点検・評価

の結果を基礎に，

将来の充実に向け

た改善・改革を行う

ための制度システム

の内容とその活動

上の有効性  

・現状  

全学的な自己点検・評価制度が確立しており，

その方針に則って，センター執行部が中心となって

点検・評価をおこなっている。 

自己点検・評価により当面の課題として提起さ

れた，受入れ留学生（私費，交換とも），派遣留

学生（認定校留学，協定校留学とも）の増加，協

定校の増加，留学生宿舎整備，奨学金（受入れ，

派遣とも）の充実，地域研究の拡充などの施策が

着実に実を結んでいる。 

・長所  

評価が，センター業務の目標設定と達成度を計

るうえでの指標となっている。  

  

 

 

 

（自己点検・評価に

対する学外者によ

る検証）  

○ 自己点検・評価

結果の客観性・妥

当性を確保するた

・現状  

国際交流センターのみを対象とする学外者に

よる検証は，実施していない。  

 

・長所  
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めの措置の適切性  

・  外部評価を行う

際の，外部評価者

の選任手続の適切

性  

・  外部評価結果の

活用状況  

・問題点  

 

（大学に対する社会

的評価等）  

・センター等の社会

的評価の活用状況  

・  自大学の特色や

「活力」の検証状況  

・現状  

協定校の増加，受け入れ留学生の増加，派遣

留学生の増加は，本学の国際交流活動の成果で

あり，社会的な評価の指標であると考えられる。 

日仏共同博士課程プログラム，日加戦略的学生

交流促進プログラムの幹事校を務めるなど，他大

学からの評価も高まってきている。 

 

・問題点  

学部間協定，海外の大学との交流協定の大幅

な増加等，本学の国際交流は着実に拡充してい

るが，そうした実態を社会に情報発信すること

が，十分にできていない。 

 

・  国際交流センターにおいて

学内の国際交流に関する情

報を一元管理し，広く発信

するような体制を構築する。

 

（大学に対する指摘

事項および勧告な

どに対する対応）  

○ 文部科学省から

の指摘事項および

大学基準協会から

の勧告などに対す

る対応  

・現状  

２００７年度の認証評価において，各学部，大

学院の国際交流推進に関して指摘事項があっ

た。 

この件に関しては，全学報告書に記載する。 

 

・長所  

 

・問題点  
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